ほぼ週刊コラム　「Partnership論」　その９８
1991年回勅『Centesimus Annus』の中で最も重要と私が思う文章

～人間のsocial natureを実現できるのは、国家ではなく、中間団体（intermediary groups）です。～
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　この回勅の読解シリーズも今週で一区切りつけようと思う。そこで今回は、最も重要と私が思う文章からスタートしよう。それは第13段落の中程にある一文：
According to Rerum Novarum and the whole social doctrine of the Church, the social nature of man is not completely fulfilled in the State, but is realized in various intermediary groups, beginning with the family and including economic, social, political and cultural groups which stem from human nature itself and have their own autonomy, always with a view to the common good.･･･
補足しながら翻訳すると、
1891年回勅『新しい事柄』から始まるカトリック社会思想（CST）全体は、次の様に説きます。即ち、人間のsocial nature（社会的本性）は、国家において十全にfulfillすることはなく、それは種々の中間団体（intermediary groups）において実現するのです。中間団体とは、最も身近な例としては家庭（family）です。人間の本性に根ざし、独自のautonomy（自律性）を保ちながらも絶えず共通善を目指す、経済的、社会的、政治的、文化的な団体、つまり、国家と個人の中間にある団体 --- 中間団体において、人間のsocial nature（社会的本性）は実現する、と説きます。･･･
中間団体とは、西欧中世にできた概念で、国家と個人の中間にある「教会」や「ギルド」の様な団体を意味する。つまり現代で言えばPartnershipのことだ。

ビル・クリントン政権（1993-2001）は、この文章に背中を「最後のひと押し」されて、Check-the-box税制（1996年）などのpartnership税制整備を、一気呵成に行った。即ち、国家権威に裏打ちされたcorporate --- 最早、中間団体とは言えないほど国家との結びつきを強めたcorporateによる経済とは別に、非国家（non-state）の領域にあるpartnershipによる経済を手厚く整備し、IT産業革命を一気に進めたのだ。
国家が非国家を手厚く整備するとは、読者の皆さんは奇異に感じるかもしれないが、兎に角その様な、日本人にとっては不思議であり察知できないことが、クリントン政権時代、大規模に進行した。
　「人間の社会的本性（social nature）の実現」とは、文脈から分かる様に、「人間の本性に根ざし、独自の自律性を保ちながらも絶えず共通善を目指すこと」だ。
　お分かりだろう。これは、「united-diversity」「subsidiarity & solidarity」「人間の尊厳 & 共通善」と同じ矛盾概念を抱えている。西洋社会思想の根幹は、あくまでも、このoxymoron --- 矛盾概念、語源はギリシャ語のoxys（鋭い）+moros（馬鹿な） --- の追求にある。「独自の自律性を保ちながらも絶えず共通善を目指すこと」 --- Questを、西洋人達は飽くまでも続ける。
　もう一箇所、中間団体への言及が第49段落にある。私の翻訳を再掲すると：
家庭とは別に、他のintermediate communities（齋藤補遺：Partnership等の中間団体、中間的共同体）も重要な役割を果たし、その特有なsolidarityのネットワークに生命（life）を吹き込みます。これらのcommunitiesは、personsから成るrealなcommunitiesとして発展し、社会のfabric（骨組み、編み目）を強化していきます。これら中間団体は、社会が匿名の非persona的（impersonal）な大衆（mass）と化す危険 --- 残念ながら今日しばしば起こっています --- を防いでくれます。即ち、多様なlevelsから成る種々の相互関係（interrelationships on many levels）の内にこそ、a personが生き、社会がより"personalized"されるのです。言い換えれば、私達一人一人（the individual）は今日、国家と市場に代表される両極の間でしばしば窒息死させられているのです。（齋藤補遺：つまり、a personとしての生命の火を吹き消されているのです。）私達一人一人は時として、財の生産者や消費者としてのみ、あるいは国家行政の対象としてのみこの地上世界に存在するように思われています。しかし、社会における私達の生命の究極の目的とは、国家でも市場でもないはずです。なぜならば、私達の生命は本質的に、国家と市場から奉仕を受けるべきuniqueな（かけがえのない唯一無二の）価値を持つからです。この事実を人々は見失っています。根本的に言えば、manの存在は、何にもましてthe truthを探求し、the truthに従って生きようと努め、過去と未来の世代をも含めた対話によってthe truthのunderstandingを深めるためにある。これは、今日も変わりないことです。･･･
･･･「国家に組み込まれない、国家に依存しない、つまりin-dependentな、個人達から成る中間団体こそ、a personが生き、社会がより"personalized"される「場」だ」という主張が為されている。

この後の第50段落に、先週紹介したverification（真贋判定）の話が続く。「真の本質的価値、贋の価値、衰退価値、の三種に選別」の話が続く。FairなJusticeに優先して、つまり、国家の規範から解放して、自由な活動を許す代わりに、「非自己」つまり癌細胞の早期発見能力、即ち、真贋判定能力が高くならなければならない、という話が続く。今週は、この話は詳しくはしない。
　「FairなJusticeに優先」で思い出した。『Justice as Fairness』、これを体系化したJohn Rawls（1921-2002）が晩年（1980年代）に、「Justice as Fairnessだけでは社会の発展が停滞する」と認めて、自説を大きく修正した、という話を思い出した。広島国際大学の沢田善太郎教授の記述を転載すると：

ジョン・ロールズは1980 年代になると，『正義論』で「正義の2つの原理」を論証するさいに用いた合理的選択理論を放棄した。正義の原理を、モデルの整合性と公共理性との照合によって論証しようとするかれの方法では--- (中略) --- 論理的推論の手段が貧しくなると，正義の理論は既存の公共的政治文化の追認に終わらざるをえなくなる。（下線は齋藤が追加。）
　Rawlsの弟子のMichael Sandelがハーバード白熱講義で、「FairnessとしてのJustice」ではないJustice、即ち、一律一様でない正義のとらえ方を披露するのは、Sandelではなくその師匠のRawlsが始めたことなのかもしれない。
　中間団体とは、「FairnessとしてのJustice」ではないJusticeを実現する「場」。この様な中間団体は、西欧中世に生まれ、西洋19世紀までは細々ではあるが --- ただし米国だけは例外的に活発に --- 機能していた。しかし、19世紀末にcorporate事業主体が発明されて「必要性」が希薄になり、中間団体は忘れ去られた。何故なら、「定時定率の利益発生」を前提としたcorporate会計・corporate税制が適用されるcorporateが、「FairnessとしてのJustice」の範囲内の活動によって、社会に必要な財・サービスを充分供給し、充分大きな利益を生み出したからだ。こうして、corporate経済の「20世紀」が到来した。中間団体の「「FairnessとしてのJustice」ではないJusticeを実現する」機能は必要とされなくなった。そして1957年、John Rawlsが『Justice as Fairness』というタイトルの論文を著した。
　しかし、20世紀末になるとヨハネ・パウロ二世をはじめ多くの識者が、中間団体の持つ「「FairnessとしてのJustice」ではないJusticeを実現する機能」に、改めて目を向けた。意外なことにその嚆矢あるいは「キッカケ」は、誰あろう、『Justice as Fairness』を表した“言い出しっぺ”John Rawlsだったのかもしれない。「時代に翻弄された」という表現がピッタリだ。
　1776年の独立から間もない19世紀はじめ、米国において中間団体が、例外的に、活発に機能していたことを指摘したのは、『アメリカのデモクラシー』の著者：トクヴィル（1805-1859）だ。

トクヴィルの設問はこうだ。18世紀末に同じように市民革命を経験した19世紀前半の米国仏国で、米国が安定した政治を維持しているのに対し、仏国が革命と反革命を繰り返すのは何故か？
　「答え」を三つの文章で述べよう。

1) 仏国も米国も、市民革命によって国王と貴族の権力が取り除かれ、国家・個人達・種々の中間集団、これらから成る「社会」が形成された。国家と個人達の間に立って「国家的中央集権化」を防ぐ要素は「中間集団」だけになった。
2) 仏国は、繰り返す革命の中で教会やギルドなどの中間集団を徐々に破壊してしまい、その分「国家的中央集権化」が進み、その強大な覇権を巡ってさらに革命と反革命を繰り返すという「悪循環」に陥ってしまった。
3) 米国民は、英国植民地時代も独立戦争後も、英国の国王や貴族達の、また、独立後は国家の、「権力」が及ぶことを嫌がり、当初から中間団体（トクヴィルはassociation（結社）と呼んだ。）の存在を、意図的に、重視していた。従って米国は、中央集権化しない自律分散（autonomous decentralization）の民主主義国家であり続けられた。
つまりトクヴィルは、自律分散型の民主主義国家にとって中間団体は不可欠のものだと主張しているのだ。勿論私も同意見だ。

中間団体活動は、ヒトラーの様な贋者を生む危険があることを、トクヴィルも指摘している。宇野重規氏の『トクヴィル　平等と不平等の理論家』から該当箇所を転載しよう。Kindle版で61%の箇所。
「結社の変化」

この様に、アメリカにおける結社活動の活発さは、トクヴィルに強い印象を残した。しかしながら、トクヴィルは、そこから直ちに結社について全面的に肯定的な評価を下したわけではない。とくに政治的な結社に関しては、微妙な揺れが見られる。この事は『アメリカのデモクラシー』の第一巻と第二巻の比較からもうかがえる。即ち、五年の間隔を置いて書かれた二冊の本のいずれにおいても結社論が取り上げられているが、その論調には微妙な違いが見いだせるのである。第一巻の結社論には、少なからず政治的結社に対する警戒感がうかがえる。即ち、トクヴィルによれば、政治的結社の活動は、場合によっては社会の混乱を生み出す可能性があり、従ってその自由を無制限に認めるべきかどうかは、慎重に検討する余地がある。「結社の目的は意見を導くことで、これを強要することではなく、法に助言することで、これをつくることではない」とするトクヴィルは、政治的結社が単に意見を導くだけではなく、自らの考えを実現するために実力行使を躊躇しなくなること、即ち結社が「武器」になり、「軍隊」となることに大きな懸念を抱いていた。実際、この懸念はヨーロッパでは現実のものとなっていた。既に見た様に、アメリカにおいては根底に極めて大きな社会的同質性が存在し、意見の対立も一定の範囲内に収まっているのに対し、ヨーロッパにおいては分極化が甚だしく、恒久的な少数派は多数派を説得することを断念して、むしろ暴力的な行為へと流れがちであった。即ち、ヨーロッパにおける結社は、人々を「説得しようとはせず、戦闘しようとする」のである。この様に分析するトクヴィルは、『アメリカのデモクラシー』第一巻において、結社の活動が常に合法的・平和的に為されるとは限らず、むしろ社会の分裂と対立をもたらすこともありうるということを繰り返し述べている。･･･

「活発な新陳代謝は、非自己である癌細胞を生む危険性が高まることでもある」と、トクヴィルも気付いていた。

ただ、対処法においてヨハネ・パウロ二世は「真贋判定能力」「集団的自衛」を強調していて、中間団体活動そのものに制限を加えることに積極的でないのに対し、トクヴィルは「結社の目的は意見を導くことで、これを強要することではなく、法に助言することで、これをつくることではない」と、活動制限に肯定的だとうかがえる。
まっ、いずれにせよ欧米の「結社論」「中間団体論」「Partnership論」の歴史は長く、深さも範囲も充実している。日本人が勉強すべきことは山ほどある。昨今、「第三の矢」「成長戦略」論議が急かされているが、とても一朝一夕で妙案が出てくる様なものではないと思う。

　孤軍奮闘の齋藤は、更にそういった思いを深める。
　今週は以上。来週も乞うご期待。
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